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１．業務実績（別表１参照） 

(１)整備状況について 

  平成２１年度末の処理区域内面積は２，４８５ha《公共下水道（以下「公共」という。）１，

７４０ha、農業集落排水（以下「農集」という。）３４８ha、コミュニティ・プラント（以下「コ

ミプラ」という。）３９７ha》で、前年度に比べ７０ha の増加となっている。処理施設数は農集

が１９箇所、コミプラ６箇所である。 

  整備戸数は１７，１４６戸（公共１０，７１２戸、農集３，２３１戸、コミプラ３，２０３戸）、

整備人口は４８，０５８人（公共２７，８２６人、農集１０，２７７人、コミプラ９，９５５人）

となった。 

  なお、平成１５年度をもってコミプラ整備事業は完了しており、また平成１７年度をもって農

集事業も完了している。 

 

(２)処理状況について 

年間総処理水量は４，４２１，１０２㎥（公共２，９９７，４６２㎥、農集７１２，６５９㎥、

コミプラ７１０，９８１㎥）で、前年度と比較し３０９，８２１㎥（７．５％）増加している。

一日平均処理水量は１２，１１３㎥で、前年度と比較し８４９㎥（７．５％）の増加、年間有収

水量は３，７５４，６２８㎥で、前年度と比較し６８，６３８㎥（１．９％）の増加となってい

る。有収率は８４．９％で、前年度より４．８ポイント減少している。 

 

(３)水洗化の状況について 

  平成２１年度末の水洗化人口は３６，５８７人（公共２０，８５９人、農集８，１６５人、コ

ミプラ７，５６３人）、水洗化戸数は１３，１３１戸（公共８，０５６戸、農集２，６５１戸、

コミプラ２，４２４戸）で、整備人口に対する水洗化人口の割合を示す水洗化率は７６．１％と

なっている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

(１)収益的収入及び支出について 

  事業収入は、予算額２０億３，１８２万３千円に対し、決算額は２０億２，４５９万７千円（う

ち仮受消費税額４，１５０万５千円）で、決算比率は９９．６％となっている。内訳は、営業収

益８億９，８７８万５千円（うち、仮受消費税額４，１５０万５千円）、営業外収益１１億２，

５７６万７千円である。 

  事業費用は、予算額２０億６，３４１万３千円に対し、決算額は２０億１，９６４万７千円（う
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ち仮払消費税額１，６７１万６千円）で、決算比率は９７．９％となっている。内訳は、営業費

用１３億６，８９４万５千円（うち、仮払消費税額１，６７１万６千円）、営業外費用６億５，

０７０万３千円である。また、不用額は４，３７６万６千円となっている。 

 

(２)資本的収入及び支出 

  資本的収入は、予算額１９億１，３７８万７千円に対し、決算額１８億６，７０３万円で、決

算比率は９７．６％となっている。主なものは、企業債１１億２，５００万円、補助金６億２，

８２５万５千円、負担金１億１，３７７万５千円である。 

  資本的支出は、予算額２７億５，１３７万８千円に対し、決算額２６億８，９３９万１千円（う

ち、仮払消費税額９７７万４千円）で、決算比率は９７．７％となっている。内訳は、企業債償

還金２４億４，６５８万１千円、建設改良費２億４，２８０万９千円である。 

  なお、翌年度繰越額は０円で、不用額は６，１９８万７千円となっている。 

  資本的収支決算は、収入額１８億６，７０３万円に対し、支出額２６億８，９３９万１千円で、

差引き８億２，２３６万１千円支出額が収入額を上回っており、この不足額は、当年度分損益勘

定留保資金８億２，２３６万１千円補てんされ、平成２１年度では、ようやく補てん財源不足額

が０となっている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

(１)収益について 

  事業収益は１９億８，３０９万２千円で、前年度と比較し１，２３２万９千円（０．６％）の

減収となっている。 

  営業収益は、８億５，７２８万６千円で、総収益の４３．２％を占めており、前年度と比較し

２，７１２万８千円（３．３％）増加している。営業収益の主体をなす使用料は、８億２，９９

４万８千円で、前年度と比較すると２，３０６万１千円（２．９％）の増収となっている。 

  営業外収益は、１１億２，５７６万３千円で、前年度と比較し３，９４９万９千円（３．４％）

の減収で、総収益の５６．８％を占めている。営業外収益の主なものは、市一般会計からの他会

計補助金である。 

 

 (２)費用について 

  事業費用は１９億６，６９１万５千円で、前年度と比較して９，４９８万円（４．６％）の減

少となっている。 

  営業費用は１３億５，２２２万９千円で、前年度と比較して１，３９５万９千円（１．０％）

の減となっている。主なものは、減価償却費９億５，４２９万円、処理場費３億１，３５９万３
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千円である。 

  営業外費用は６億１，４６８万６千円で、前年度と比較して８，１０２万１千円（１１．６％）

の減少で、企業債及び一時借入金の支払利息である。 

 

(３)損益について 

  当年度の損益は、事業収益１９億８，３０９万２千円に対し、事業費用は１９億６，６９１万

５千円で、差引き１，６１７万７千円の純利益となり、特別利益があるため、経常利益は１，６

１３万４千円となっている。（次表参照） 

  この結果、前年度繰越欠損金２９億５，５４１万円に当年度純利益１，６１７万７千円を加え

ると、当年度未処理欠損金は２９億３，９２３万３千円となっている。 

経 営 収 支 推 移 表        （単位 円） 

   区分 
年度 

事業収益 事業費用 
純利益（損失） 

金   額 指数 金   額 指数 

17 1,670,817,656 100.0 2,042,715,248 100.0 △ 371,897,592 

18 1,687,274,676 110.0 2,098,040,599 102.7 △ 410,765,923 

19 1,875,308,090 112.2 2,087,832,553 102.2 △ 212,524,463 

20 1,995,421,044 119.4 2,061,894,987 100.9 △ 66,473,943 

21 1,983092,403 118.7 1,966,915,318 96.3 16,177,085 

（注）指数は１７年度を１００とした。 

 

(４)損益分析について 

イ．収益率について 

  投下総資本に対してどれだけ純利益が生じているかを示す総資本利益率は０．０３％で、これ

は大きいほど良いとされている。 

  収益と費用の相対的な関連性をみる総収支比率は１００．８％で、これは、１００％以上高い

ほど良いとされており、全国平均の１０３．４％を大きく下回っている。 

  （注）下水道事業会計決算審査意見書の本文中、「全国平均」とは平成２０年度地方公営企業年 

鑑（第５６集）の法適用企業の全下水道事業の平均値である。 

  経営成績を示す経常収支比率は１００．８％で、前年度と比較し４．０ポイント上がっている。

しかし、これは、１００％以上高いほど良いとされており、全国平均の１０３．３％を大きく下

回っている。 

  営業活動の能率を示す営業収支比率は６３．４％である。前年度と比較し２．６ポイント上回

った。これは、１００％以上高いほど良いとされており、全国平均の１２２．２％を大きく下回

っている。 

  なお、上記のいずれの指標も、市一般会計からの他会計補助金（平成２１年度：１１億１，９
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９８万７千円）を営業外収益として計上した結果のものであることに留意しなければならない。 

ロ．汚水処理原価について 

  有収水量１㎥当たりの使用料単価と汚水処理原価の推移をみると、１㎥当たりの使用料単価は

２２１円、汚水処理原価は５２３円９０銭で、１㎥当たりの損益をみると３０２円９０銭円の損

失となった。 

 

４ 剰余金計算書 

(１)欠損金について 

  前年度未処理欠損金２９億５，５４１万円に、当年度は純利益１，６１７万７千円が生じたた

め、当年度未処理欠損金２９億３，９２３万３千円となった。 

 

 (２)資本剰余金について 

  当年度新たに国庫補助金７，３０４万４千円、他会計補助金５億５，５２１万１千円、工事負

担金１億１，３７７万５千円が発生し、国庫補助金３４５万９千円、他会計補助金１，７０１万

２千円、工事負担金９２１万８千円処分したため、翌年度繰越資本剰余金は２３９億７８９万２

千円となった。 

 

５ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

(１)資産について 

  資産総額は５２６億８２３万２千円で、前年度に比較し７億２，２１４万２千円（１．４％）

の減少となっている。構成は、固定資産５２３億１，８２２万４千円、流動資産２億９，０００

万９千円となっている。固定資産は総資産の９９．４％を占めている。 

  固定資産５２３億１，８２２万４千円の内訳は、有形固定資産５０９億３６５万４千円、無形

固定資産１４億１，４５７万円である。固定資産の主な構成は、構築物４４４億５，７１０万５

千円、機械及び装置４９億５，６５４万８千円、施設利用権１４億１，２２９万６千円、建物１

１億３，７９５万７千円、建設仮勘定５，５８９万２千円である。 

流動資産２億９，０００万９千円の内訳は、未収金２億３，００５万円、現金預金５，９４５

万９千円である。このうち、現金預金の期末残高５，９４５万９千円については、平成２２年３

月分の例月出納検査において現在高を確認した。 

  未収金は２億３，００５万円となっているが、そのうち主なものは、営業未収金が下水道使用

料、営業外未収金は地元分担金、その他未収は国庫補助金と受益者負担金である。未収金が多額

なのは、下水使用料は水道事業に徴収を委託しており、１・２月分と２・３月の２期分が未収計

上されるためである。未収金のうち、下水道使用料の過年度分（平成４年度～２０年度）は１，
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２１２万３千円、下水道受益者負担金の過年度分（平成３年度～２０年度）は２，２３１万７千

円、農集施設使用料の過年度分（平成９年度～２０年度）は２１７万７千円、コミプラ施設使用

料の過年度分（平成１４年度～２０年度）は２１０万８千円となっている。営業未収金の回転速

度を示す未収金回転率は３．４５回で、これは数値の大きいほどよいとされている。未収金の回

収には、今後も一層の努力を期待するものである。 

 

(２)負債について 

負債総額は１７億７，５０１万１千円であり、前年度と比較し９，４７７万７千円（５．６％）

の増加で、負債の構成は、固定負債１５億６，６１４万円、流動負債２億８８７万１千円となっ

ている。 

流動負債の内訳は主に未払金１億７５７万１千円である。また固定負債は、他会計借入金１０

億円、企業債５億６，６１４万円で、水道事業より借り入れを行っている長期（１０年）借入金

と建設改良以外に充てられた企業債（平準化債）である。 

  未払金の主なものは、営業未払金が動力費、修繕費など下水処理施設維持管理費、営業外未払

金は企業債利息、その他未払金が工事請負費、補償費等であり、大半が２１年度末に支出決定さ

れて翌年度４・５月に支出されている。 

  なお、流動資産と流動負債の関係について、流動資産が流動負債を上回り不良債務は発生して

いない。 

 

(３)企業債の償還について 

平成２１年度の企業債は、新たに１１億２，５００万円を借り入れ、２４億４，６５８万１千

円を償還した結果、年度末現在の未償還残高は、１３億２，１５８万１千円減の２６９億９１６

万２千円になっている。また、２１年度の支払利息は６億１，３６８万１千円で、企業債利息対

料金収入比率は７３．９％となっており、料金収入の大半を企業債利息の返済にあてていること

になる。なお、同比率の全国平均は４７．６％である。 

  一方、企業債平均借入利率は２．１７％となっている。これは、高利率の企業債が残っている

ためである。今後とも、公営企業金融公庫、政府資金それぞれ各種の規制があると思われるが、

繰上償還及び低利のものへの借り換え等、国県への更なる働きかけに努められたい。 

  また、コミプラの企業債の償還期間は、公共、農集よりも短く、各年度の償還費用を軽減する

ために、償還期間の延長に取り組んでいるが、今後も、企業債償還元金と利息の比較均衡を図る

とともに、償還費用を負担する市一般会計の財政状況等を勘案して、市財政当局との連携を図り

ながら、綿密な財政計画に基づき、より有利な企業債の償還に努められたい。 
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企 業 債 の 推 移        （単位：円） 

年度 前年度末残高 当年度借入金 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高 

17 31,283,972,180 1,092,600,000 1,406,119,369 784,895,873 30,970,452,811 

18 30,970,452,811 1,053,200,000 1,580,879,453 764,470,135 30,442,773,358 

19 30,442,773,358 832,400,000 1,897,249,218 743,327,083 29,377,924,140 

20 29,377,924,140 1,518,100,000 2,665,280,847 694,643,578 28,230,743,293 

21 28,230,743,293 1,125,000,000 2,446,581,122 613,680,621 26,909,162,171 

（注） 

＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 
企 業 債 利 息 

×１００ 
料 金 収 入 

＊企業債平均借入利率（％）＝ 
当 年 度 支 払 利 息×１００ 

（当年度償還額＋当年度末償還残高）－当年度借入額 

 

(４)資本について 

  資本総額は５０８億３，３２２万１千円で、前年度と比較し８億１，６９２万円（１．６％）

の減少で、構成は、資本金２９８億６，４５６万２千円、剰余金２０９億６，８６６万円である。 

  資本金の構成は、自己資本金３５億２，１５３万９千円及び借入資本金２６３億４，３０２万

２千円で、借入資本金はすべて企業債である。 

  また、剰余金の構成は、資本剰余金２３９億７８９万２千円及び欠損金２９億３，９２３万３

千円である。資本剰余金は主に補助金１９７億８，０１１万９千円、工事負担金３３億３，９２

９万３千円である。 

 

６ 財務分析（別表５参照） 

(１)構成比率について 

  総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は９９．４％で、全国平

均９７．６％を上回っている。 

  経営の安定状況をみる固定負債構成比率は５３．１％で、これは、負債・資本のうち固定負債

の占める割合を示しており、主に剰余金が増加していることによるものである。この比率は小さ

いほど経営安定といえる。 

  総資本のうち自己資本の占める割合である自己資本構成比率は４６．６％で、この比率は、大

きいほどが望ましいとされ、全国平均は５５．８％である。 
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(２)財務比率について 

  固定資産が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は９９．８％で、

全国平均は９８．９％である。この比率は、１００％以下が望ましいとされている。 

  固定資産のうち、自己資本で調達されている部分の割合を示す固定比率は２１３．６％で、全

国平均は１７４．９％である。この比率は、１００％以下が望ましいとされている。 

  短期債務に対する支払能力を示す流動比率は１３８．８％で、この比率は、一般に２００％以

上が望ましいとされ、全国平均の１８７．１％を大きく下回っている。 

  支払能力をみる当座比率は１３８．６％で、この比率は、当座資産（現金、預金、未収金）と

流動負債との対比で支払能力をみるもので１００％以上が望ましいとされており、全国平均の１

６１．０％を大きく下回っている。 

  即時支払能力を示す現金比率は２８．５％で、この比率は、一般に２０％以上が望ましいとさ

れており、全国平均の９６．５％を大きく下回っている。 

 

(３)回転率について 

  投資効率を示す自己資本回転率は０．０４回で、全国平均は０．０７回である。これは、数値

の大きいほど良いとされている。 

  固定資産の利用度をみる固定資産回転率は０．０２回で、全国平均は０．０４回である。これ

は、数値の大きいほど良いとされている。 

  流動資産の利用度をみる流動資産回転率は２．９５回で、全国平均は１．７３回である。これ

は、数値の大きいほど良いとされている。 

  営業未収金の回収速度をみる未収金回転率は３．４５回である。これは、数値の大きいほど良

いとされている。 

 

(４)健全経営の維持について 

下水道事業会計の一般会計補助金等は、地方公営企業法第１７条の２の経費の負担の原則に基

づき、下水道事業を経営する上で、市の一般会計で義務的に負担する必要のあるものであるが、

市財政の悪化により、経費の負担元の市一般会計の運営も非常に厳しく、本年度も、収益的収支

で赤字予算を編成せざるを得ない状況になっている。 
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一般会計補助金等の推移          （単位：円） 

年度 
収益的収支 資本的収支 

合計 
一般会計負担金 一般会計補助金 一般会計補助金 雨水処理負担金 

17 9,722,000 1,102,961,000 524,295,680 7,370,000 1,644,348,680 

18 21,452,000 1,082,912,000 555,497,000 2,168,000 1,662,029,000 

19 22,691,000 1,252,395,000 561,681,000 2,233,000 1,839,000,000 

20 22,030,000 1,160,160,000 587,251,000 2,293,000 1,771,734,000 

21 22,367,000 1,119,987,000 555,211,000 2,356,000 1,699,921,000 

 

(５)損益勘定保留金及び補てん財源について 

減価償却費、資産減耗費及び繰延勘定償却は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対

応させて、期間利益を適正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は

現金支出を伴わないものであるために、その償却費の計上分だけ償却資産に投下された貨幣資本

が企業内に留保され、その結果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この

内部留保資金をもって新たな資産を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

  減価償却費からなる損益勘定留保金は、すでに収益的収支欠損金及び前年度不良債務の補てん

財源として使用され、資本的収支不足額を補てんできない状況になっていた。平成２１年度では、

損益勘定留保金９億７２３万７千円残されており、資本的収支不足額８億２，２３６万１千円補

てんすることができ、ようやく補てん財源不足が０となり、翌年度繰越補てん資金を８，４８７

万６千円計上できることとなった。これは下水道使用料収入の増額や企業債利息の軽減などであ

る。 

 

７ まとめ 

（１）下水道事業の概要 

下水道事業会計は、職員各自の企業意識をより一層高めると共に、管理執行体制を含めた経営

下水道事業補てん財源内訳書 

         （単位：円） 

年
度 

損 益 勘 定 留 保 資 金 
資本的収支

不足額 

補 て ん 財 源 
補てん不足

額 減価償却費 
収益的収支

欠損金 

前年度不良

債務 
計 

消費税資本

的収支調整

額 

過年度損

益勘定留

保資金 

当年度勘定

留保資金 

翌年度繰越

補てん資金 

17 893,770,104 371,897,592 192,687,689 329,184,823 650,860,080 6,849,209 0 329,184,823 0 314,826,048 

18 924,528,241 410,765,923 308,175,657 205,586,661 712,357,764 12,483,664 0 205,586,661 0 494,287,439 

19 940,176,639 212,524,463 194,875,959 532,776,217 666,187,753 77,025 0 532,776,217 0 133,334,511 

20 947,226,004 66.473,943 147,230,590 733,521,471 770,353,711 223,025 0 733,521,471 0 36,609,215 

21 954,290,126 0 47,052,965 907,237,161 822,360,955 0 0 822,360,955 84,876,206 0 
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の効率化と経費の節減を図ることを目的に、平成１３年度に従来の公共下水道事業、農業集落排

水事業、コミュニティ・プラント整備事業の各特別会計を統廃合して、地方公営企業法の財務規

定等の適用を受ける公営企業会計として設置されたものである。 

  下水道の整備は、地域の健全な発展、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全を図るためにも

重要であり、平成２１年度までに市内全域の整備完了を目指して事業が進められてきた。その結

果本市における下水道整備（公共下水道、農業集落排水、コミュニティ・プラント）の普及率は

平成２１年度末現在９９．３％で、水洗化率７６.１％に達している。 

  当年度の経営成績は、事業収益 1,983,092 千円、事業費用 1,966,915 千円で 16,177 千円の純

利益を計上している。また資本的収支については、収入が 1,867,030千円、支出が 2,689,391千

円で不足額 822,361千円は、当年度損益勘定留保資金で補填した。本年度下水道会計開始以来始

めて純利益を計上し不良債務も発生しておらず、これは、平成２０年度４月の使用料の３０％値

上げや低利の企業債への借り換えが順調にすすんだことによる。人件費や工事請負費などの経費

を抑えるなど経営経費改善が効果を上げたものと評価できる。しかしながら下水道整備に長期の

建設期間と多額の費用を要し企業債未償還額も平成 21年度末で、26,909,162千円となっている。

又、企業債元金の償還額も平成２２年度～３０年度まで平均 1,744,000 千円以上であり、一般会

計からの繰入金も多額であり依然厳しい財政状況となっている。 

今後も水洗化率の向上や借換債の拡充、管理の上で可能なものについては、民間等への委託の

推進、処理場上の統廃合、公共下水区域の拡大等生活排水処理計画の見直しなどより効率化、合

理化、施設の適正な管理に努めるなど引き続き本会計の健全財政維持のための経営努力を期待す

るものである。 

 

(２)水洗化の促進について 

  整備人口に対する水洗化人口の割合を示す水洗化率は７６．１％であり、下水道の供用が開始

され、水洗化が可能にもかかわらず、宅地内の排水設備工事を行っていない世帯が存在しており、

経営の足かせとなっている。 

生活環境と自然環境を守るという下水道整備の本来の目的を実現するとともに、下水道使用料

の着実な徴収を図り、効果的な投資となるように処理区域内の早期水洗化の推進に努められたい。 

 

(３)使用料、受益者負担金の未収について 

各会計年度決算の過年度未収金の推移は下記のとおりであり、公平性の観点から、今後も未収

金の回収には一層の努力を払われたい。 
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過年度分の未収金の推移         （単位：円）   

年度 
公 共 下 水 道 農  集 コミプラ 

使 用 料 受益者負担金 使 用 料 使 用 料 

１７ 9,095,390 14,845,990 1,978,739 1,498,500 

１８ 9,379,130 18,500,080 1,275,260 1,584,550 

１９ 9,964,620 19,589,970 1,418,210 1,602,800 

２０ 11,028,156 22,220,630 1,685,810 1,535,120 

２１ 12,122,796 22,317,318 2,177,270 2,108,090 

 


